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論文

複式簿記の基礎理論
一一記帳技術の理論と簿記教授法一一

茂木虎雄
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はじめに

複式簿記は洋式簿記として幕末から明治初期にわが国において実践されはじめた。足利時代

頃から商業帳簿として認められるものがあるが，江戸時代・元禄期iニ大きな発展をとげたわが

国固有の和式帖合の法があった。これを駆逐するように洋式簿記である複式簿記は展開してく

る。そして今日これが一般化している。

和式帖合についての江戸時代の簿記書〈これは帖合書というべきか）はなかったようである。

江戸時代の士農工商的差別思想、は学としての体系化は想いも及ばなかったことであろう。第一

は明治6年（1973年〉出版の福漂諭吉訳『帳合之法』である。これはアメリカの簿記書の翻訳

であった。簿記教育は学校制度の設立，拡充にともなって洋式簿記である複式簿記を中心にな

されてくる。

洋式簿記が文明開化をめざすわが国に受け入れられ，やがて一般化してゆくが，慶応義塾や

商法講習所（一橋大学〉で講じられる。学校制度が洋式簿記としての複式簿記法の普及に果し

た役割は大きい。一橋における下野直太郎教授，そして吉田良三教授の明治末期，大正初期の

活躍は大きい。とくに吉田良三教授の簿記教育に果した影響は大色、一一これは仕訳記帳の説

明における取引八要素説である。太平洋戦争後にめざましし、活躍をなした沼田嘉穂教授は吉田

良三先生が簿記の教授を特に教科書を通じてなしたが，アメリカにもない立派な本を書いたと

評され，簿記の社会教育的な本を作られたとし、われて，吉田教授亡きあと， 「簿記の初等教授

と申しますか，簿記教育は一歩も進んでいないのではなL、かと思われる状態に置かれていた」1)

と昭和28年に云われているが，今日ではどうであろうか。

1）沼田嘉穂（座長〉 「簿記教授法」〔円卓討論〕『会計』第64巻第4号（昭和28年10月） 75ページ
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筆者は関東出身〈長野県〉ということもあろうが，戦前における中等教育としての商業学校

で採用した簿記教科書は太田哲三著『商業簿記教科書』上・下（高陽書院〉が圧倒的に多かっ

た，そして高等教育（高等商業学校，大学予科〉においては吉田良三著『商業簿記提要J（同l

文舘〉が圧倒的であったと聞いている。関西地区ではどうであったろうか。ここには取引八要

素説が古典的に展開されている。との点については本論において詳論する c

わが国簿記学史においては昭和7・8年頃は研究が最も高まった時であった。太国哲三教投

をはじめ，黒沢清教授（『簿記原理』〉，木村和三郎教授（『銀行簿記論』〉の研究，さらに岳、

中福一氏，木村重義教授2）の研究が展開された。ここで示された問題提起はその後どうなった

かということも簿記学展開史の一つの問題点である。

この頃において会計思考は静態観より動態観へと展開したのであるが，これに簿記学はどの

ように対応してくるか。取引入要素説の発展史にからんでの問題点である。動態観的勘定理論

の展開が簿記学では求められたかどうか。戦後に山下勝治教授の『簿記学』（昭和23年〉は千

倉書房より出たが，それがどうなコたか，そして戸田義郎教技の一連の研究のなかで， 大著

『簿記Jlc評論社・昭和36年〕となろが，これがその後どううけつがれ展開しているか。
昭和28年（1953年） 5月，関西学院大学において日本会計研究学会第四回大会が聞かれた。

この好， 「簿記教授法」についてのシンポジュームが持たれた。これはこれまで必総括と展望

を示したものであり，この論稿にも大さな影響をもっている。個人的な回想として，筆者は

「学会」とL、うものにはじめて出席したので5齢、印象がある。当時，高崎市立短期大学の助手

であって，これから「簿記」を担当するおそれを感じた思い出がある。座長の沼田嘉穂教授

（横浜国大〕，岩田 撮教授（一橋大〉，戸田義郎教授（神戸大〉の御発言をおぼろげに覚えて

いる。ここでの問題点が本捕で、扱われる。

その後，数年して，昭和35年（1960年） 5月に，再び「会計教育」と題してシンポジューム

が持たれた。中央大学における日本会計研究学会第四回大会で，青木倫太郎教授（同学大〉を

座長として江村和教授（東京大〉，染谷恭次郎教授〔早大〉を問題提起者としてなされた。

これも行論のなかでふれるが，この年6月には日米安保条約問題で世情騒然となったが，まだ

比較的平静であったように思う。これらのなかから戦後の符記教育の方向が見えてくるが，今一

2）茂木虎雄稿「木村重義博士の簿記理論一一昭和初期の勘定理論展開史によせて 」『立教経済学

研究』第43巻第4号（1990年3月）参照

3）招田嘉穂、（座長〉「簿記教授法」臼時田におけを岩田教授の発言 83ページ参照。のちに再びふれ

るが，岩田巌「二つの簿記学一一決算中心の簿記と会計管理のための簿記一一」『産業経理』第四。

巻第6号（昭和30年6月〉参照。上記シンポジュームにおける関連で，岩田理論の真意をさぐるかの

ような沼田嘉穂「簿記教授のあり方について」〈『産業経理』第15~会第 6 号〉がある。この『産業経理』

誌は「岩田 巌教授追悼号」であって，本稿でも多くふれさせていただくが，謹んで先生の御笑福を

おいのりすると同時に，福田先生もゆかれてしまった。いま学会をみるとき，佐代がかわったという

感が強い。沼田先生の御冥福を併せておいのりする。
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から30年以上の昔であって，とくに前のシンボジュームにおいては学校制度が旧制から新制に

かわりたてで切り替え期であることが印象深く思い出される。

これちが論ぜられた頃と現在では簿記の記録，計算方法が非常に異なっている。手書きによ

る簿記記入からコンピュータ簿記へと発展してきている。事務機器の発展の度合がこの20～30

年で全くとL、ってよい程に異なってきている。空さにOAイヒ時代の到来のなかで複式簿記法は

どのように存在しているのであろうか。

複式簿記には記録機能と計算機能があたえられてし喝。これを決算中心主義の簿記と会計管

理のための簿記と機能，役割りを分ける岩田 巌教授の御発言8）である。この点は改めて検討

する必要がある。

昭和60年 (1985年〉に日本会計研究学会とは異なって，日本緯記学会が設立された。これは

i改めて複式簿記論を吟味する必要から生れたものであるが，学問として簿記学を確立する使命

をもっており，学会はそのための努力をしている。これらのなかで「複式簿記の基礎理論」と

。題して，今日のL、くつかの間題点について私の考え方を展開してゆきたい。

1990年3月17日に日本簿記学会関東部会では，「専修学校，（商業〉高等学校，大学における

簿記教育の現状と問題点」についての研究報告とシンポジュームが聞かれた。このように簿記

r論においては教育問題，教授i去がたえず問題となっている。このようななかでこの一文を加え

ることとする。

簿記教育における導入方法の問題

a. 三つの導入法

かつて沼田教授は「簿記ほ｛土訳をはじめとして，いろいろの特殊な方法を持つものでありま

すから，これをわからせるためには，その導入の方法をどういうふうに持っていったらよい

かJ！）と問題提起された。これはまえにのべたシンポジュームの司会の弁であるが， 「簿記は

ラーニングではない。話を聞いたり本を読んですぐわかる学科ではなL、。トレーニング，すな

わち訓練して体得する学科であるJとされ， 「簿記は非常に特殊な学科で，簿記はその導入と

いうことが非常にむつかしLリといわれた。教育目的のいかんにかかわらず，簿記を教える

（また学ぶ〉さいにまずぶつかる問題である。

今日，簿記教育は専修学校，高等学校（商業高校〉，大学でなされてし喝。それぞれの学校

での教育目的はあるが，ここでは大学の簿記教育を念頭において行論したL、。教育目的との関

連での簿記論のあり方，考え方については後にふれるが，どの段階，どの学校においてもまず

ぶつかるのは「導入」の問題である。

1)沼田嘉穂仁座畏〕「簿記教授法」（四本会計研究学会第12回大会速記録〉『会計』第64巻第4号（昭

和28年10月号〉座長発言 76ページ
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まず，何を教え（あるいは示し〉て複式簿記とLづ計算体系を理解させるか。これが導入i去

の根本問題である。沼田教授は三種あるとしけ。この場合，決算中心主義ともし、える従来の敦：

授法から導き出きれる複式簿記法の理解の仕方を前提としたものであるが，まずニクリッシュ

(Nicklisch）式の方法があるとhづ。「これは貸借対照表，損益計算書をまず理解させ，その

つき・に資産，負債，損失（費用主利益（収益〉の四つの概念を了解させて，それから勘定科

目，貸借取引の入要素の結合関係，元帳の順に持っていくj2lものである九ここでは会計と

は何かじ、うことの説明が大前提となる。ニグリツシュの勘定理論は「貸借対照表学説JとL¥. 

われるが，資産と資本との基本的対立関係を認めて，

資産（A）ニ他人資本（P）十自己資本（K)

とし、う方程式を山発点とする。

沼田教授；土「もう一つはシェヤ一式の方法で，大体取引，仕訳，仕訳帳，元帳，財務表の！｜買

に説明する」とL、う。これは「簿記一巡の手続き」が前提的に規定されるものであるが，勘定

理論として法積極財産（A）一消極財産（P）ニ縄財産〔資本］ (K〕と方程式化されている。

この算式と一巡手続の閣連。

A=P十Kか， A-P=Kかがここで問われるが損費，収益したがって利益の，帰属関係法

どうなるか。これは勘定理論の問題とともに簿記教授法の問題であるが， J.F.Scharの等式に

代表されるものは物的二勘定学説であった。これをさちに取引八要素説に具体化させてとりあ

げてゆく。

沼田教授ー土第3番目として「この他，損益中心に説明するワノレブ式があります」とし寸。こ

のような指摘のみで深くはりさげていないが，動態論で勘定理論といわれるものは，会計理論

が動態論をとる今日，改めて考察する価値がある。戦争直後に山下勝治教授〔神戸大〕は『簿一

記学J〈千倉書房・昭和23年〉に，ワルプ理論による展開をなし，戸田義郎教授〈神戸大〉も

山寺記』 〈評論弘・昭和36年〉 ιよって新い、展開を示している。これをどう発展させるかが

今日の問題でもある。基本的には簿記と会計を概念的にその異同をどう考えろのか，これは簿

記学と会計学との学的関連関係の問題でもある。

沼田教授のいわれた第1の方法，そして第3の方法にかかわるが，教育体系として会計を先：

ず勉強して，ついで簿記に入る，拍象より具体へと進むという考え方もある。昭和28年のシン

ポジュームi土第2の方訟をとる沼田教授が座長として司会をされたからとおもうが，第2法中

心の議論となったようだ。これに対して昭和35年のシンポジュームにおいては，江村教授が間

2）前掲 i百両座長発言 98ページ

3）同 上野本悌之助教授発言野本教授は「導入法として最初に財務諸表，すなわち貸借対照表，

損益計算書を説いて簿記の目標が何んであるかを先ず明示し，しかる後取引に言及し，それを記録し

て目標に達する用具として勘定を説明し，次に勘定を設ける場所を中心としての帳簿を説いて，決算

に及んでいる」（98ページ〉とされる。財務諸表と仕訳の教授的調達が一つの問題点である。
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題提起者であったこともあろう。 「簿記が先か会計が先か」ということが論じられている。江

村教授は討論の流れのなかで「簿記の教育に二年もかける必要が呆してあるのか」 ωとされる

が，まず「会計学総論Jとか「企業会計入門jを講義するなかで若干ふれてゆくというもので

あった。会計の一般的知識を授けることはどこでも必要であろう。これはラーニングの領域じ

属するが，簿記論のもつ技術的特性ゆえのトレーニングの領域をどう地位づけるかは改めて考

える必要があろう。

このように導入法には三つの場合があったが，第2の方法で，沼田教授がシェア一式の場合

といった取引の説明から入ってゆく方法が一般的であった。これは簿記一巡の手続きの説明を

取引の仕訳記入から入って，決算をなして損益計算書と貸借対照表を作成してゆくものであっ

た。ここでは取引八要素の組合せ方の問題，決算を通じて簿記と会計の異同の問題がからまっ

てくる。

シェアー式の方法は取引八要素説に具体化して取引の仕訳説明をなしている。取引八要素説

は，基本概念として資産，負債，資本と損費，収益の5個を設定して，護式記入原理として，

資産の増加は借方に，負債と資本の増加は貸方に記入することが基本となっている。そして損

費の発生は借方に，収益の発生は貸方に記入することにしている。これは試算表的対応関係を

基本にしている。とれを図式化するとつぎのような古典的対応関係となる。

（｛昔万） （貸方）

資産の増加、一一 一~資産の減少

負債の減少二ご〈三〉く二ア士二訣負債の増加

資本の減少そ三二三宅会ミアミ二三E 資本の増加

損費の発生~一一 一一よさ』収益の発生

シェアーは物的ニ勘定学説といわれる勘定理論を展開するが，財産と資本（純財産分〉の対

応、として複式記入を原則化する。財産には積極財産〔資産〕と消極財産〔負債】があるが，こ

れは対立関係にある。資産には負債と純財産が対応していた。ところで費用（損費〉と収益

〈利益〉は純財産の増減要因と解される。純財産〔資本7に損益は従属しているのであった。

（十〈附
ー（費用〉

4）青木倫太郎〔座長コ「会計教育」（日本会計研究学会第四回大会速記録〉『会計』第78巻第4号（昭Z
和35年10月号〉江村稔教授発言99ページ， 「簿記が先か会計が先か」とL、う問題について不破貞春

教授は「私はかねがね会計学を先にやってから，あとから簿記をやる方がいいのだとL寸意見を持っ

ておりますH ・H ・」（同上 100ペーヲ〉と江村教授の発言に賛意を表される。不破教授は会計には自己

目的があるが，簿記は会計の技術的な手段であるとされる。
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という方程式一一これは取引の八要素を示しているがーーは基本的にはA, P, Kの増減，貸

イ昔記入を示しているものである。収益と費用は資産と負債の増減においてしか自己をあらわさ

ない。これはまきに名目勘定であるが，資本【純財産価値〕も名目勘定であって，これらを総

括するものと考えられる。この資本勘定に純損益が帰属する。純損益分の帰属関係を明示する

度合l土ニクリッシュ説，すなわちA=P十K方程式説よりもすぐれている。これが一般に教授

法的にうけ入れやすいのであろう。仕訳の方法をどの段階で示すかの差となる。

沼田教授のいう第3の方法，これはワJレプ式というもので損益中心に説明するものである。

収支計算と損益計算の組み合わせとして今日の企業会計の基本的計算構造がつくられているが，

この損益計算中心の勘定体系として複式海記法を考えるものである。

シェア一説，すなわち物的ニ勤定学説も，ニクリッシュ説，すなわち貸借対照表学説におい

ても，損益系統勘定は裏勘定であったが，動態観は損益計算中心主義会計観といわれるもので，

勘定体系において損益勘定の地位を引きあげるものであった。貸借対照表計算と同等に損益計

算書計算を位置させるものであった。複式簿記の勘定体系は損益系統勘定のみでは完成しない

が，かつてこれは財産在高勘定に従属するとされていた。損益勤定重視説は抽象的計算論理中

心である点が，導入法としては困難を感じさせる。この工夫が山下勝治教授によって先駆的に

なされ，戸田義郎教授による体系化となった。

戸田義郎教授は大著『簿記J（評論社・昭和36年〉において， 「損益計算の機構」を勘定理

論的に説きあかす。教授の勘定理論は「損益計算的二勘定系統論」と白からなづけられている

が，残高勘定の内容規定を構造的に示してし帰。これはまた貸借対照表の’生格規定ともなる。

（借万）

現在貨幣収入発生1
将来貨幣収入発生ト

将来貨幣支出消滅j

前払損費発生l
前受収益消滅j

収益消滅1
損費発生J

残高勘定

（貸方）

（ー支出発生
将来貨幣収入消滅

将来貨幣支出発生

（前払rn費消滅
前受収益発生

｛収益発生
損費消滅

現金勘定 移記！債務勘定 移記

債権勘定 移記！資本金勘定 移記

前払損費勘定 移記｜前受収益勘定 移記

末収収益受取権利勘定移記！未払損費支払義務勘定移記
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このようにあらわれる残高勘定への道程として，仕訳の園式（取引の要素別結合関係〉はつぎ

のごときものとなる円

戸田教授は取引八要素説的な取引結合関係のそれぞれを吟味して，この関連図をつくりあげ

た。これは簿記と会計，簿記学と会計学との同質性認識が基礎にある。この視点のその後の発

展はどう展開しているか。この視点からの展開は少ないようにおもう。かつて沼間教授は「教

育的にやりにいリとし寸調査結果を報告しているが，教え方の問題として改めて問題とする

必、要があろうかと思う。

筆者はこの第3の方法に賛意を表したいが，具体的方法の展開をいま模索してL喝。

これに対して不破教授は簿記と会計は役割り，目的が異なるとされて，会計理論が動態化す

るなかでも，静態論とL、われる物的二勤定学説，貸借対照表学説に何か魅かれるとし、われた。

教授の場合，貸借対照表学説によっているようである。この貸借対照表学説について木村重義

教授は「簿記理論の学生として諸学説を知ったときから，いわゆる貸借対照表学説に対しても

っとも反援を感じた」引と日也、調子でしづ。これは純損益の最終的帰属勘定の規定問題であっ

た。貸借対照表学説の貸方側には「他人資本」と「白己資本」の二つが存在して， 「資産Jの

増減による「損益」をどちらの勘定に帰属させるのかというとまどいを生ずることでもあろう。

b. いかなる業種（業態〉の簿記によるか

導入の問題はまた簿記がL、かなる業種，経営形態を対象として理論化されるかとしづ問題で

もある。

簿記教育において，複式簿記法の説明を高業簿記を通じて行うことが一般的である。複式簿

3己論また簿記原理を商業簿記で説明することで行うのであった。複記式商業簿記が問題となる

のである。なぜ商業簿記が中心的にとり扱われるか。

三つの導入法についてのべてきたが，沼田教授は「シェヤ一流に貸借仕訳から持っていく方

がわかりやすし、」とされる。そして「従来の吉田良三先生を始めことごとくの人のいきかたは

商業簿記，すなわち商品売買業で導入いたしました」とするが， 「簿記原理を商業簿記という

J応用簿記によって導入するとLづ従来のいきかたは，かなり問題があります」りとLづ。 「売

買業によりますと，たとえば，商品の棚卸について期末修正を必要とし，手続がめんとうとな

る」といわれて， 「収支計算ならば期末整理はなくてすむ」から，教授は「サービス業によっ

て簿記原理を導入している」とLづ。沼田教授はサービス業を対象とした複式簿記による導入

を届指して，教育もし，著述もなされている。この発言は昭和28年 (1953年〕とし、う戦後がま

5）戸田義郎『簿記』（評論社） 119ページ。この仕訳表示形式は取引の二重性を前提とすることは従

前の関連図式と同様であるとされつつも， 「複式損益計算上の機能的性質を生かした表現」で書きな

おしたものとされる。「収入」，「支出J，「損費J，「収益Jに取引要因を分解しなおしたものである。
6）木村重義「簿記理論とは何か」『月刊簿記』（中犬経済社〉第13巻第4号〈昭和37年 [1962年〕 4

月） 67ページ

7）沼田嘉穂〈座長〉「簿記教授法」〔前掲〕 98ページ
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だ残る時期のものであった。沼田教授は「まずサービス業から始め，サービス業によって取引

の結合関係を初め，勘定科目，貸借対照表など，簿記原理を一応、説胡しまして，次に今までの

商業簿記に入るjS）とされる。

沼田教授のL寸応用簿記について考えてみるが，応用簿記に対しては基本簿記（あるいは簿

記原理〉が対置されて概念化されると思う。この基本簿記をどう表現し，展開させるか。応用

と基本，これは具体と抽象とい、いあらわせる。企業の簿記として具体的存在はすべて応用簿

記であって，サービス業の簿記も，これは一個の応用簿記である。複式簿記の計算構造，計算

内容の説明は応用簿記によらざるを得ない。抽象的存在としての複式簿記は数学的平衡概念に

規定されたものである。木村和三郎教授はかつて，一般に規定されている複式簿記概念には企

業簿記と複式簿記の概念が混同されているといわれた。前者は歴史的であり，後者は非歴史的少

技術的規定であるとされた。この両者の結合として複式簿記は規定されるとしたヘ物品販売

業心、い，サーピス業も，さらには金貸し業も企業として具体的な存在で，そこには複記式計

算機構をもっ簿記法が実践されている。

つぎに決算手続きについての繁雑さについて。物品販売業における次期繰越高としての商品

在高の損益計算への関連についての問題があって，サーピス業の方がシンプルであると沼同教

授はいわれている。岩田教授は「従来の商業の取引を基礎とした諜式簿記の説明とL、うのは，

あまり適当ではなしリ 10）とされつつも，サービス業を対象とすることにも反対されて，サービ

ス業はとかく固定資産を持つことになりますとされて， 「固定資産の説明を初めからやったら，

大変なことになる」としづ。そこで，むしろ「それよりも簡単な金貸業がいいと思う」とLづか

「これでやれば極めて短い期間で複式簿記を注入することができると思うのです」と。

沼田教授はサービス業をもって，岩田教授は金融業の簿記によって導入問題にからめて簿記

原理をときあかすことを主張された。これに対して戸田義郎教授は物品販売業の簿記に重点を

おくべきであるとLづ。戸田教授は普通の態度として「簿記教授法で技術習得本位でゆくとし

て，その場合まず最初に複式簿記機構の基本型を説く」とされて，それはし、かなる業種による

べきかを問題とされた。

簿記原理を具体化する場合，伝統的に商業簿記によってきていることは事実である。 L、かな

る業種の商業かじ、えば商品売買業であることも事実である。シェアーもこれを念頭において

勘定理論を論理化，体系化して物的ニ勘定学説をつくりあげた。 ζれは資本等式説として具体

化し，簿記教育的においてこれの持つ意義・役割はまことに大きい。中村忠，大薮俊哉の両

教授は今日もこれは生きているといわれている町簿記の問題点をさぐる』参照〕。

8）沼田嘉穂前掲 99ページ

9〕木村和三郎「複式簿記と企業簿記」『会計』第32巻第1号および第2号（昭和8年〔1988年ユ HI

号および2月号〉参照。この昭和8年， 9年頃の黒沢清教授との〔秘められたる〕論争は簿記学を

おおいに発展させた。

10）岩田巌「二つの簿記学」（前掲） 14ページ
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L、かなる業種による導入をなしても，結局は物品販売業の簿記を説明しなければならない。

サービス業簿記から物品販売業簿記への切り替えで混乱を招かないかとL、うのが戸田教授の心

配であった。これは昭和28年 (1953年〉のシンポジュームにおける討論のなかでの発言であっ

た。戸田教授は「そこで商業簿記において初めから物品売買業の簿記を説くと棚卸の問題が最

初から出て来て，理解しにくし、ということでございましたが，物品売買業でも商品に関して棚

卸をとりあげなくてすむ損益分記法によって説明をしてゆくと，サーヴィス業のときと同じこ

とになりはしないか。しかも商品勘定の本来的在り方が教えられて，後の学習に重要な基本的

知識をあたえるとLづ効果があるのではないか」 11）とされている。

戸田教授は商品勘定を問題とされるが，分記法（＝損益分記法〉によってまず教えてゆくと

される。これは文部省検定済といわれる高校簿記教科書， したがって教授法のとるところで，

分記法から入って三分法にゆく方式であるが，戸田教授はまず分記法をとられてL唱。

筆者（茂木〉は戸田教授と同じく，商品売買業を基本にして，そこに展開される簿記法の解

説から始める。そして一般商品勘定（generalmarchandize account）による説明をする。ま

ずはじめに例としてとるものは決算時点においては仕入商品が，すべて売りあげられる場合を

説明する。ここでは商品勘定の借方（仕入〉と貸方（売上〉では当然に差額が名目的に出てく

る。名目的にとLづ意味は商品そのものは存在していないが，差額分が数値的に存在するとい・

うことである。これが商品売買益というものであるとし寸説明。このあたりで学生諸君は少し

とまどいはじめるが，これが損益計算の簿記の本質というものだということを知らせる。つい

で棚卸高のある場合，ここで混合勘定の説明となる。この点については次節において詳論した

いが，筆者は商品勘定重視説による簿記論を展開する。三分法にも及ぶが仕入勘定は費用勘定

か，資産勘定かの説明に及んで，勘定理論そして勘定学説史とLづ学問分野のあることを教え

てゆく。ちなみに筆者は仕入勘定資産説をとっている。

一般商品勘定からは混合勘定論が，そして物的ニ勘定学説が問題となって，改めて資本等式

説の吟味が必要となる。

c. 資本等式の再検討一一久野秀男教授の所説に学ぶ一一

資本等式説と取引八要素説は密接に結びつき，そこにJ.F.シェアーが浮ぶ。そしてこれが

今日では大きな影響力をもっ，物的ニ勘定学説となって存在している。これが今日の簿記学作

基礎となっている。

資本等式（A-P=K）説を本格的にとりあげた注目の論稿が久野秀男教授の「資本等式

（説〉の系譜と課題」（『学習院大学経済論集』第20巻第3号， 1984年3月〉である。この論

文ほど，克明になお科学的に問題としたものはない。これによって資本等式についての考え方

を学ぶ。

久野教授は，まず， 「資本等式の功過」についてのべる。資本等式によって複式簿記の計算

11）沼田嘉穂（座長〉「簿記教授法」〔前掲〕戸田義郎発言 113ページ参照
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J体系を代数学的に説明した。従来は擬人説的な説明が個々のケース（取引〉の仕訳になされて

いて，そこに傾向性〔法則性）があることが必ずしも充分に知られていなかった。数学的方法

によって体系性を浮きぼりにしたと同時に科学的にした。複式簿記は組織的簿記（systematic

-bookkeeping）とか科学的簿記（scientificbookkeeping）と言われているが，その本質を資本

等式説ははっきりさせたということができろ。これによって「功Jの面として「抽象的資本の

概念を確立した点であり，まさに近代会計理論の端緒をなしたことである」とし、おそれはま

た取引仕訳理論において暗唱的方法（roteand rule approach）を捨てて代数学的方法（alge-

・braic approach）を採用することとした点でもある。

J. F.シェアー，そしてその流れをくむハットフィールドによって展開されたこの理論はア

カウンタピリティ（accoun ta bili ty）の観念をうすめたと久野教授は批判する。この点は後に

ふれるが， 「会計管理」の問題をどうとり扱うかとし、うことになる。簿記計算が損益計算，そ

して「当期締損益」ともいえる一つの数値の算出体系になってしまったのではないかという点

である。

今日の簿記原理の説明は物的二勘定学説と離れがたく結びついて展開されている。会計理論

が動態観的に体系化されて，これが一般化しているが，資本等式説はもともと静態的（static)

な資質をもっていると久野教授はいわれる。 「静態的な」といういみはノ吋貨の一定時点におけ

る在高とし、えよう。これは財産の在高表示，その比較計算に力点をおいていると考えられる。

物的二勤定学説においては一般商品勘定の処理が一個の問題点であった。これを混合勘定と

Lしてとらえて複式簿記の欠点論ともした。これは在高計算と損益計算との目標設定の問題でも

あった。静態的であるべき商品在高計算の損益計算のための要因としての組み込みに問題が出

てくる。

資本等式説と損益計算のかかわり。久野教授はLづ。「簿記は，その出発点から，“dynamic”

な資質をもったものである。成果・損益の計算志向なしには複式簿記は成立する筈がなL、」

(28ページ〉と。これについて考えるに，木村和三郎教授は複式簿記が勘定系統として完結す

るには人名勘定（債権・債務勤定〉，物財勘定（ここに商品勘定をとり込むときが問題〉，そし

て名目勘定〔損益勘定〉の三つの勘定系統が出揃うときとされる。昭和初期に黒沢清教授にも

伺様の思考があっ t::0 

久野教授は続けて「棚卸評価の目的は，けっして，当該時点における商品とLづ形態の財産

の財産〈価値〉計算にあるのではなく，商品取引における成呆（損益〉の計算にあるjとされ

る。筆者（茂木〉も損益計算をめざせばこそ，複記式記入の計算機構が体系化されると考えら

れるが，荷品勘定〈混合勘定としての〉存在は， 「複式簿記の欠陥」でもなんでもなく，商品

の仕入においても，売上げにおいてその減小額〔取引金額】においてとらえるとき当然にでて

くるものである。これが損益計算をめざすとき，混合勘定といわれるものになってくる。

このような混合勘定を内包する簿記体系の説明論理として物的二勘定学説があって，これが
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教育理論として取引八要素説に結びついて，資本等式説が意義をもってきた。久野教授はさきー

にのべたように， 「資本等式（説） 1土，元来，“static”な資質をもっている」と強調されて，

「所定の時点における資本主の（当該企業の〉『財産（政〕の状態』につき，『構成各部分』と

『全体』とから把握しようとする。損益計算の諸要素は，この場合，しょせん資本勘定の『補

足物』 (supplement〕としかみられていな＼'JとLづ。

「構成各部分」とは具体的な個々の「勘定」，「全体」とは貸借対照表をし、うのであろうか。

「全体」性を「純損益」は示すことはできないものであろうか。かつて岩田教授は「毎日毎日， 1

たくさん発生するところの取引を非常民たくさんの人がたくさんの時聞をかけて帳簿へ書いて

ゆくというととは，半年あるいは一年の後にたった一つの数字，利益金を計算するためにだけ

やっているのじゃない」12>（：いわれたが，純損益の数値（ここで岩田教授のしづ利益金の数値〉

は抽象的存在であるが，この数値のなかにその企業活動の性格があらわれるとは考えられない

か。統計学における「平均」のもつ意味と対比して考えてみたい。

この点はさておき，久野教授は資本等式は「伝統的な成果計算志向の喪失」といわれているか

資本等式説と複式簿記そのものが機能的意義をもつのは損益計算が行えることであったが，こ

れとは相容れないものであるか。

資本等式説は複式簿記法の説明を科学化した功漬をもつが，反面，損益計算そのものの重要

さと相容れないものか，ここに簿記と会計，また簿記学と会計学の基本的差違と考えてよいよ

うな問題を提起したのであった。

以上のように導入法論を展開してきたが，これらは決算目的〔損益計算目的1の簿記論のう

ちで論ぜられたのであろう。複式簿記の存在意義と機能はこれだけのものであろうか。この反

省と，反省をしたならばL、かなる論理展開をとるべきかーーその準備として序論的な考察が本

稿でもある。

簿記学に二つあると岩田教授はいわれた。決算中心の簿記と会計管理（accountingcontrひじ

のための簿記でアカウンタピリティ確認の簿記である。従来，この決算中心のための簿記とい

う面が強調されて，これに対応し簿記学も体系化されてきていたとしづ。これは簿記目的とし

て営業成績を明らかにすることであって，決算時点に立って過去の計算をして，当期純損益数

値を引き出すことであった。これをもととして計算論理をつくりあげたようである，と。この

ような主張を「簿記教授法」のシンポジュームで主接されたのであったが，沼田教授は「岩田

さんは座談会では大学における簿記教育l土技術的なものではなく，教養学課として理論的，抽

象的に行うべきであると主張された」 ωといわれている。沼田教授は「私の解釈が誤っていな

ければ」とLサ注釈をつけておられるが，決算中心簿記と会計管理のための簿記という点の理

解に混乱があったのではないかと思う。岩田教援は後者i二アクセントをつける発言であったよ

12）岩田巌前掲論文 11ページ

13〕沼田嘉穂「簿記事え育のあり方についてJ『産業経理』第15巻第6号〈昭和30年6月） 67ページ
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うに後！こ発言が活字となったものを読んで思うのであるが。筆者（茂木〉と沼田教授の理解の

差を感ずる。

沼田教授は私は「広い意味で簿記教育ということ，これに二つの方面があると思う。一つは

企業における計算制度の形を覚えさせ，その技術的記帳処理を了解させ訓練することであるO

¥ ¥ 1一つはL、わゆる，簿記原理たとえば勘定理論，貸借理論もしくは企業の計算実体を論じ，

了解させることである」 14)c. ＼、う。前者は具体的で，後者は抽象的な複式簿記の理解（または
教育〉であるとL、うようである。 「今日簿記教育といえば，一応は前者の教育日標を指すもの

と了解される」ともし寸。乙の点から簿記事え育ないし簿記論にはーフのパターンがあるともい

える。ただ，これで簿記教育はすべてであるかとしづ問題は残る。ハウ・ツー論であれば，こ

れだけでもよいかもしれない。簿記教育は授業時間の多少にかかわらず簿記学を（それも体系

的に〉講義しなければならない。今日，簿記論研究に謀せられた大きな課題は，簿記学の論理

的体系を示すことにあるのではないかとおもう。沼田教授は勘定理論，貸借理論とし、うものが

純理論としてとりあげられ，その実務への適用性はあまり考慮されなかったとL、う。勘定理論

研究は抽象的次元でとりあっかわれたことは簿記研究史の示すところであって，物的二勘定学

説がすべてであると考えられた時代は永かった一一これで充分かとL、う反省もある。

簿記学の持つ実践性と抽象論理といえるかもしれない本質論の問題とのかかわりで、あって，

実用性追求のみで論理が完結するか一一現実追従論理のみでは不充分と考えるが。沼田教授は

「私は岩田教授が企図していられた点は，けだしこのような簿記の純理論にその実務性を持た

せて行こうとするものではなかったかと推測する」とL汁解釈を下される。組理論の実務化，

実践性の附与，その論理をさぐろうとすることとされるが， 「これは大変な仕事である」と結

ぶ。とこに簿記学はたたねばならぬとされるが， 「たとえこのように実務性とま里論性との総合

調和が完成し，かかる学問内容が成立しえたとして主，私（沼田教授〉は簿記教育ばやはり第

一の部面から進むことが，大学教育においても必要で、あり，また実務家すなわち会計係の養成

を同的とする場合には，第一部商の教育をもって充分であろうJとL叶。岩田教授のしづ決党

昨心の簿記論のすすめでもあった。この点をうけた反省を筆者（茂木〉は韻るのが本稿でもあ

る。

2 簿記教授法と記帳技術の理論の問題

簿記の記帳には期中取引の記帳と決算をめぐる記帳とある。このように考える前提に「決算

沖心の簿記」観があるが，簿記一巡の手続きを順次に進めてゆくとき，決算に行きつくが，期

中の記鎌をもととして（残高試算表〉，これに必要な修正をほどこして，損益計算書，貸借対

照表のもと（集合損益勘定，決算残高勘定〉をつくり，期間純損益を決定する。これに関連し

て元帳，仕訳帳，さらに補助簿とL、われる諸帳簿を締初る。これは簿記が決算に向けて進行し

14）沼田嘉穂前掲『産業経理』論文の第二節「簿記教育の二方面」 67ページ
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てゆくということを前提としている叙述であるが，沼田教授がいわれるシェア一式の導入によ

る説明でもあった。そのはじめの「資本元入取号Uと商品勘定の勘定理論的検討，そして合計

試算表を合めて精算表（大陸法と英米法の問題にからめて〉について二つ，三つの問題を考え

てみたい。

a. 資本の元入取引記帳

たとえば， 「現金￥500,000を元入して，物品販売業を始めるJc ＼、う取引を仕訳記帳する
とき

（借方〉現金 500,000 〔貸方〉資本金 500,000 

としているが，このように仕訳する理由をどのように説明するか。

仕訳の方法として取引八要素説をとるとき，その取引結合関係閣式にあてはめて，現金は資

産であって，それが企業に入ってくるので，その増加として借方に記入するとし寸前提から，

現金勘定の借方記入とする。複式簿記lま貸借複記の原理によって支えられるので，貸方記入を

必要とする。これをなんと規定し，その説明原理を展開するか。

この取引においては具体的に存在するものは50万円とLづ現金であるけ万円札が50枚であ

るかもしれなLウ。これを二面に，複記するというところから問題がはじまる。 「取引の二重

性」をどう考えるか。この論理を考えてみようとするのであるが，もしこれが簿記教育におい

て入門的段階であったらどうするか。私（茂木〉は，簿記上の取引は貸借二面に記入されねば

ならないとしづ前提にたって，資本取引というものは「（借方〉現金 50万円／（貸方〉資本金

50万円」と仕訳するのだ，これは丸暗記的に覚えてしまえというかもしれな＼¥ 0 これが，さら

に負債があったらどうするか。ここでは資産ー負債＝資本 とし寸資本方程式的な説明をする

ことが一般的である。この場合，資産の勘定は借方勘定として，負債と資本の勘定は貸方勘定

と説明するとき，このなかでは実体勘定と名目勘定のような分類方法と借方勘定と貸方勘定と

L寸分類方法のかかわりあいが問題となってくるし，とくに資木勘定が実体勘定か，名目勘定

かむづ問題が基底に存在していることを知る。

資産勘定は具体的な実在勘定であるが，資本勘定は抽象的な名目勘定とL、う考え方もあろう。

実在勘定と名目勘定は対立的対応関係にあるとして，資本の元入取引を借方記入として実在勘

定の増加と貸方記入を名目勘定の増加発生（収益の発生〉とL、う関係で仕訳記帳するとし、うも

のである。

この説においては資本（そして資本勘定〉は抽象的な大きさとして名目勘定範曙に属してい

るとL、うものであるが，資本は実体的勘定〈実在勘定〉とし、う考え方もある。これが一般的理

解であるかもしれないが，これと損益系統勘定との関連がさらに問われることとなる。資本に

は自己資本と他人資本とがあるとする考え方はこれに近L、。

資本勤定は名目勘定であるか、うとき，他人資本とL、う範噂を存在させ，充分に規定できる
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か。純損誌の帰属主体勘定をどう規定するかであった一一。このような問題提起をするかぎり，

物的二勘定学説の方が貸借対照表学説よりもすぐれてL情。

資本元入勘定の勘定理論的前提をさぐってきたが，再び，この仕訳理論を考えてみよう。

現金勘定に示きれる現金は具体的財産であるが，どれを元入取引においては資本ぐまたは資

本金〉とみるとき，これは抽象的な縮財産となる。これは実体勘定か，名目勘定か。物的二勘

定学説によフて取引八要素説的lこみるとき， A-P=Kとして示されるが，このKは実体勘定

か，名目勘定かであるかがここで問われることとなる。

資本勘定は損益勘定の最終的帰属母体となる勘定であるとするとき，収益は資本を増加させ

る要因であり，費用は資本を減少させる要因であった。損益勘定は資本勘定の増減要因勘定と

して，その下位勘定であると多く説明されてきた。資本勘定を増大させるには，実は資産勘定

の増加か，また負債勘定の減少とし、う実体勘定の増減変化をともなう，むしろこれが主体で、あ

って，資本勘定に反射するのであった。主体はあくまで実体的財産勘定の増減活動である。損

益の勘定は単に資本を増加させるか，減少させる要因としてのみの説明が一般的であるように

見うけられる これでは不充分である。実体勘定との連動において損益要因は考慮されるべ

きである。これが複記性の根拠であると同時に，バランス性の保持思考となる。

「企業経営に現金50万円が入ってきた。これは元手である」とし寸資本元入取引では一方

（借方）に現金勘定を，他方〈貸方〉に資本金勘定を設けるわけであるが，現金勘定は貨幣の

具体的存在に対応するが，資本金勘定はまことに抽象的・名目的勘定であった。実在勘定と名

目勤定の二面的対応記入となコた。

資本金勘定の背後にあるものは何か。資本とは何かから始める必要があるが， 「価値を生む

価値Jとマルクスは規定した。これは企業資本の実体的理解をめざしているといえるが，簿記

学で，さらには物的二勘定学説においては積極財産一消極財産＝縮財産 とLづ算式による

差額概念的な純財産を資本と解しているが，名目的理解になっている。資本金勘定は名目勘定

であると理解する一一これについては実体勘定であるとする反論も強い。

資本勘定実体説に対しては，この実体勘定になぜ名目勘定である損益諸勘定が帰属するのか，

さらに資本勘定を増大させる要因が収益勘定であるというとき，これは同質性をもっといえる

が，なぜ実体勘定と名目勘定と区別されているのであろうか。

私はいまここに，企業取引は実体勘定聞の交替的増減取引と，実体勘定と名目勘定との対応

取引があると考えているが，資本元入取引は名目勘定として資本金勘定と規定して，現金勘定

である実体勘定に対応するものと考える。現金の増加（現金の企業流入〉を｛昔方記入とすると

き，対応する貸方記入は資本金勘定となるとする。

このような説明においては，取引八要素説が物的二勘定学説に支えられてのべられていると

思っている。ここにはシェアー論理があってなされることであるが，ニクリッシュ論理である

貸借対照表学説はどうなるか。これは資本負債説というものであろう。ここでは純利益の帰属
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関係説明があまり説得的ではなL、。かつて木村重義教授（東大〉は昭和初期に上野道輔ゼミナ

－；レにおいて簿記理論を学ばれたが， 「簿記理論の学生として諸学説を知ったときから，いわ

ゆる貸借対照表学説に対してもっとも反接を感じた」 υといわれた。これは損益勘定との関連

が問題となるが必ずしも充分でない点をつかれる。貸借対照表学説は経営学においては物的二

勘定学説よりも評価は高いが，勘定学説としては劣る。

E. ワルブに代表される成果学説については損益計算を重視する点を高く評価する。ワルブ

は勘定体系を二分して給付系列〔Leistungsreihe）の諸勘定と収支系列（Zahlungsreihe）の

詰勘定とするが，資本勘定（Kapitalkonto）は収支系列勘定に属するとL、う。「自己資本は一

人または複数の企業主に対する企業の債務とみなされ， したがって，計算上は資本以外の債務

関係と同様に表示されなければならなL、」幻というのがワルブの主張である。資本負債説とし

てみるとき，ニクリッシュと向じ立場にある。

ワルプ説においての資本元入取引は収支系列勘定問の増減取引である。戸田義郎説によれぽ

「現金による出資の受入れ」であるが， 「現金受取」は現金勘定借方記入となるし，これは他

面においては「将来貨幣支払としての出資の発生」であって，資本金勘定の貸方記入となる。

これは「現在貨幣収入発生」と「将来貨幣支出発生」とL寸対応関係を内包する取引であ勺

た3）。収入は借方記入，支出は貸方記入とLづ基本前提にたって，借方現金／貸方資本金

と仕訳するものであった。資本は支出であると解する立場であった。

ここに資本元入取引の勘定理論について考えてきたが，すべての取引について，その記入理

論にそれぞれの勘定理論による理解の方向があらわれているが，ワルプ理論においては収支理

論が前面に出るのであるが，これと損益の帰属関係が論理の帰結として問題となる。戸田義郎

教授は損益計算的二勘定系統論として，これを展開する。損益諸勘定記入論理についてすぐれ

た論理を展開されるが，ここでは資本元入取引にしぼって説明した。

b. 商品売買取引の記帳理論

商業簿記の勘定体系の基本に商品勘定〔商品売買取引の諸勘定］がたつ。複式簿記は商業簿

記に代表され，複式簿記の講義と商業簿記の講義は同次元でなされ，複式簿記と商業簿記は同

義的になされることが多L、。

筆者（茂木〉の簿記の勉学史をたどるとき昭和15(1940）年の長野県小諸商業学校2年生

(14歳〉のときにまでさかのぼる。今年で丁度50年たつ。教科書は太田哲三先生著『商業簿記

教科書」上，下（高陽書院刊〉であった。まず単式簿記の説明があり，そして複式簿記となる

1）木村重義「簿記理論とはなにか」『月刊簿記』（中央経済社〉第13巻第4-5・(1962年4月） 67ぺ

げン

2〕Walb,E., Die Erfolgsrechnung-Privater und Offentlicher Betrieb. Eine Grundlegung, 

Berlin 1926, S. 57.戸田博之訳『E.ワルプ損益計算論』（上巻〉，千倉書房 1982年， 41ページ

3 〕戸間義郎「簿記~ 89ページおよび119べ－／参照
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構成で， 4且より 5月一杯ぐらいまで単式簿記をならL、， 6月より複式簿記を習った〔ように

記憶している〕。複式商業簿記を勉強しはじめたが，商品取引については商品勘定（general

merchandize account）によって記帳，計算を行った。手もとに黒沢清著『商業簿記』（千倉

書屍〉があるが，とれは昭和22年の出版であるが，ことでも一般商品勘君の説明がまずなされ

ている。昭和前期においてはこのような取扱いが一般的であった。

これがなぜ分記法と三分法のみになったか。もち論，一般商品勘定を説明し，ついで三分法

に入るというコースを戦前でも行っていたが，問題はなぜ一般商品勤定が説明されなくなった

のだろうか。筆者はこれによって簿記を勉強しはじめたとし寸歴史的な想い以上に，実は複式

簿記の本質をよくついているのではないかといっ思いがある。私の教技法としては，商品名高

品勘定一一一般向品勘定一→三分法へとL、う歴史的な展開の道程を説明することからはじめる

こととしてL、る。

商品勘定の記録に何を求めるか一一商品売買益とLづ損益計算の問題か，または商品の売買

管理 C仕入管理9 売上の管理，さらには在庫管理ゴとL、う管理計算か。これは両目的があろう

かと思うれ今日では売買益計算を中心目的とするように意識されている。これは複式簿記の

存在意義に関係するが，複式簿記の体系化には名目制定である損益系統諸勘定の形成がなけれ

ばならなL、。久野秀夫教授は「簿記は，その出発点からヲ“dynamic”な資質をもったもので

ある。成果・損拾わ計算志向なしには複式簿記は成立する筈がなし＼Jといわれ， 「棚卸評価の

司的は，けっして，当該時点における商品とLけ形態の財産の財崖（仙値〕計算にあるので；土

なく，商品取引にま3ける成果〔損益）の計算にある」りとLづ。これは損益計算を指向しなけ

れば複式簿記は形成されないとするもので，さらに決算目的指向のもとに棚卸計算も存在する

というものであった。この点については次節で改めてふれたいが，商品勘定発展の三段階規定

は損益計算指向のもとでの規定であった。

「商品勘定」とL、う用語は何を連想させるか。筆者は一般商品勘定を想いうかべる。これl土

仕入高はこの勘定の借方に，売上高（まさに売り値で）はこの勘定の貸方に記入するとL、うも

のである。戦前期，戦中はこの方式によって簿記を勉強しはじめた。例を示して考えてみる。

6月1日， 1個4円のリンゴを10個現金にて買い入れた。これは

（借方〉商品 40円 （貸方〕現金 40円

というものであヮた。商品勘定の借方・に40円と記入する。勘定をつぎのように図示する。 6月

15日に1個5円て全部現金で売ってしまった。これは

（借方〉現金 50円 （貸方〉商品 50円

商品

6/1 十／15 50 

4〕久野秀男「資本等式（説〉の系譜と課題」（前掲） 28ページ



複式簿記の基礎理論 17 

となる。この状況においては手持ちの商品は存在しないが，商品勘定をみると借方金額と貸方

金額の差は10円ある。当然のことながら，この10円は商品の売上げによる利益〔商品売買益〉

である〔名目勘定部分〕。

この例において， 6月1日の時点では商品勘定は資産の在高を示す実在勘定であった。 6月

15日になるとどうなるか，売り上け、がなされたとたんに商品売買益を示す勘定になっている。

名目勘定に転化してしまう。このような転化はあっても論理はすっきりしている。もう一つの

例を考えてみよう。 6月15日に1個5円で9個売ったとする。これは

（借方〉現金 45円 （貸方〉商品 45円

となる。つぎのように勘定記帳される。ここには貸方残高5円が出る。この5円は無意味で、あ

商品

6/1 
F

ヘυ
寸
E
ム
／
／
 
cu 
nu 
d
佳 45 

るといわれる。たしかに貸方残高であるので売買益分を含んでいるようであるが，たまたま 9

個売れたので「貸方残」になっているが， 7個以下の売りあげでは「借方残」となる（8個の

ときは残高なし〕。このように一般商品勘定においては残高は世方に出ることもあれば，貸方

に出ることもある。このような勘定を混合勘定と規定される。

これは総記法による商品勘定において当然に出てくる性格であって，残高数値は2種の未知

数が含まれていた。手許在高分と売買益分であった。 J.F.シェアーが混合勘定概念を物的二

勘定理論のもとにはじめて規定したが，商品勘定に適用する場合に現在高（手許在高〉の決定

が売買益計算において必要となるので，棚卸評価と棚卸評価の間において簿記数値が不完全状

態となるもので，これは簿記の欠点ともいうのであった。欠点云々といっても，このようにす

れば当然にこのようになるというもので，計算方法が規定する性格でもあった。

売買益算出計算では棚卸高を貸方に記入する。これは下記のようになるが，借方は40円で，

商 品

6/1 40 I 6/15 45 

6/30 4 
49 

9 
49 I 49 

貸方は49円となる。 49円から40円を引くことによって9円とLづ売買益が算出されると考える

のであった。図示した商品勘定においては確かに売買益は 49-40=9 とL寸等式によって計

算される， しかし， 49円と40円は比較計算することに意味はあるか。売上高（収益〉から売上

原価〈費用〉を差し引L、て売上益を算出するとするならば，売上高は45円であり，これに対応
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する売上原価は 40 4 =36と示される36円でなければならなL、。 45円と36円を対応計算させ

ることこそ近代会計の中心原則（費用収益対応の原則〉にしたがった計算法である。棚卸高4

円を貸方に加えるように記入することは，これを擬制的売上げとみるか，また仕入高から差引

くので，仕入高を借方記入とするとき，売れ残りであるので反対記入する（加法的減算〉とし

て貸方記入するのか。ここでまた問題が残る。借方の仕入高は資産在高であるか，費用発生額

であるか，物的二勘定理論的にみれば資産在高と考えるべきではないかと考えている。

資産分40円から売れた分が費用（売上原価〕を構成すると考えて36円とする。資産が消滅す

る〔売却される〕ことによってかげのように原価（費用〕が発生する，これぞ名目勘定。実体

勘定から名目勘定への転化ーーこの転化lこ14歳の筆者は非常に興味をおぼえたとL寸記憶があ

る。このように思うもので，私は一概に一般商品勘定の存在，説明を拒否する気にはなれないO>

ただし歴史的にみて，一般商品勘定が実践されたかどうかと会計的史見地から問題とすべき点

はあるが，複式簿記本質論の究明という点では味うべき問題である。

簿記教育においては三分法をこそ教授しなければならない。三分法に入る前段として，筆者

は一般商品勘定の存在を想定して説明することとしているが，商業高校の簿記教科書では，分

記法と三分法をのべている。私は分記法は考え方としてあっても，実用性は殆んどないものと

考える。

三分法について，筆者は簿記講義ではまず一般商品勘定を説明して，三分法に入るが，分記

法をまず学んで，ついで三分法へというコースが一般的である。両方とも三分法というところ

で飛躍をしなければならない。学生たちはどうもとまどいがあるようである。円滑にゆくには

どうしたらよいかとも思うが，この飛躍によって複式簿記というものがわかってくると思う。

三分法は継続企業で，期間計算が行なわれているとき，まず繰越商品勘定があり，その期間

中に仕入をした分を仕入勘定に，そして商品を作りあけ、た分は売上勘定に記入される。この三

つから三分法とL、われるが，さらに細分化されることもあるが，商品取引における基本勘定は，

この三つである。

それぞれの勘定の性格について考えてみよう。繰越商品勘定は資産勘定仁実在勘定〕である

ことは一般的に認められている。売上勘定は収益勘定じ名目勘定〕であることも一般に認めら

れてし喝。ここで仕入勘定をどう規定するか。筆者〔茂木〕は資産勘定であると考えるが，一

般的には費用勘定としている。これは殆んどの簿記書でこのような規定となっているが，仕入

勘定はなぜ費用勘定であろうか。多くの簿記書ではこの点についての説明はなく，売上勘定は

収益の勘定だから，それに対する仕入勘定は費用の勘定とL寸程度の説明である。三分法段階

の説明でも売買損益を算出するにはどうしたらよいかという How to的説明で終っている。

ここを勘定理論的に検討してみたい。

さきに示した例によるならば，現金仕入れをした商品は最初から費用〔原価〕としてよし、か

どうか。繰越商品勘定は資産在高勘定であることにはまず異論はないが，筆者は繰越商品勘定
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と仕入勘定は同質であると主張する。これが次項でふれる精算表構造論において，同質である

ゆえに仕入勘定に加え，また差引く計算がなされる。この計算によって仕入勘定において売上

原価が算出される。これを算式的にみれば

〔当期〕仕入高十〔前期〉繰越高一（次期〉繰越高＝売上原価

というものである。前二者の集計高が当期の販売可能の在高となるが，これはすべて売れると

は限らない。売れ残り分は棚卸高であるので，差し引き計算をすると実際に売れた費用分が算

出される。これが売上原価となる。資産勘定である仕入勘定から，なぜ売上原価とL、う費用が

算定されるか。仕入商品の在高分が売却によって減少するが，この減少分は商品の在高として

は存在しないが，そのかげとして減少分が計上される。乙れはまさに名目的部分であって，費

用の発生となる。実在勘定の消滅が費用勘定の発生となる。実在勘定がはじめにあってやがて

消滅して，費用勘定の成立となる。このような考え方の底には木村重義博士の「在高・損益二

勘定系統説」の思想がある。これは鳥村剛雄教授（明大〉もとるところである。

商品勘定の三分法の勘定理論的考案をしてきたが，費用がまずあって，費用化しない部分を

戻し修正するとL寸考え方はワノレプ理論をはじめとして，山下勝治理論にもあらわれている。

ここから勘定理論の論争が始まると考えるが，山下勝治理論は収支・損益二勘定系統説である。

これらは物的ニ勤定系統説よりのはるかなる飛躍であって，これが簿記理論は会計理論へと接

続してゆくものであった。

商品勘定の説明のうちに筆者は補助元帳の説明を講義では行うこととしている。 「主要簿」

と「補助簿」とL、う従来の考え方は損益計算のための決算中心簿記からの観念であろう。会計

管理（accountingcontrol）の観点からの再吟味を岩田教授は主張された。補助簿を問題とし

て帳簿組織論，勘定組織論を，さらにコンピュータ簿記の採用による会計管理の問題がいま問

われているところであろう。

このように講義の進め方と勘定理論の研究について考えてきたが， 17・8世紀の簿記書lこー競

商品勘定の説明が， 19世紀末に三分法の説明がアメリカ簿記書のうちに見えてくるが，イギリ

ス束インド会社では， 18世紀末， 19世紀に入っても，主要な商品勘定は，補助元帳勘定名を持

つ勘定として，たとえば Teaand China Ware Ledger account （茶・陶磁器元帳勘定〉，

Pepper and Drug Ledger account （胡淑・香料元帳勘定〉，また Callicoand Silk Ledger 

account （キャリコ・網元帳勘定〉として総勘定元帳に記入され，それほど主要でない商品の取

引は商品名商品勘定で個々に元l慢上で処理主れて，損益勘定に転記されるとLづ方式をとって

いた。これがまことに実践そのものであった。今日においてはどうであろうか。教科書通りでは

ない，それぞれの実務の知恵がある。ここをどう実学なるものがつかまえるかが問題点である。

c. 精算表の構造と大陸式・英米式決算法

簿記の最大の役目は一定期間〔会計年度ゴにおける成果を算定すろととにある。この算定を
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決算というが，決算手続きのなかに複式簿記の計算構造上の特色が集中的にあらわれる。

試算表（TrialBalance）を日常記録の総計として，貸借平均の原理にもとづいてつくると

き，合計試算表も残高試算表も借方，貸方の総計は一致する。両者がバランスがとれているの

である。そして決算修正振替記帳のなかで、集合損益勘定がつくられて，損益項目の整理と統合

的集計がなされてくる。ここまでは大陸法も英米法も同じ手続をとるが，すべての勘定記帳は

仕訳記帳をへてなされるとき，決算残高勘定を設定するのが大陸法であって，ここにすべての

勘定は全体として貸借平均するとL寸大原則が具体化しているのが大陸法であった。簿記教育

においては，複式簿記が最後までバランス性が貫き，完結した体系を示すと考えるならば，大

陸法の方が英米法よりもすぐれていると考える。しかし，便利さ，あるいは実用性という点に

おいては英米法がまさっている。簿記学は Howto論を追求するか， 本質論かと考えるとき，

大陸法をよしとしたいとおもうが，簿記学の実学性も尊重しなければならない。

決算中心の簿記を問題とするかぎり，精算表計算は終局の簿記表現となる。精算表は残高試

算表，決算整理記入，損益計算書，貸借対照表を含む（8桁精算表〕ので，複式簿記の決算手

続や実体を全体的（平面的〉に把握することに役立つ。損益計算書は損益勘定が，そして貸借

対照表は決算残高勘定が基本となる。このことは簿記一巡の手続き過程において決算手続きの

なかで，集合損益勘定と，さらには決算残高勘定を設けるのが，大陸法であった。決算残高勘

定設定を省略して，資産，負債，資本の勘定残高を，帳簿締切り手続のなかで直接に次期に繰

越す方法が英米法であった。精算表計算は英米法を基本としている。これは損益勘定も同様で

あるが，大陸法的精算表というものは考えられないか。この場合，修正後計算表をつくるとき

大陸法的性格が出てくるようにも思えるが。

商品勘定の精算表計算について計算構造を考えてみよう。まえに示した1個4円のリンゴを

10個買い入れ， 9個を 5円で売って，決算日となったとし寸例で，精算表の計算構造をみる。

まず単一商品勘定によって。

T/B 修E記入 P/L B/S 

A
斗ゐ

口同
U

A
斗ん

d
斗ムF

b
 

品商

残高試算表に 5円とあるのは借方の40円と貸方の45円との差額である。 「修正記入」におい

て，借方，貸方ともに4円とあるが，これを仕訳をすれば

（借方〕商品 4 c貸方〕商品 4 

である。なぜこのように仕訳記入するか。これは商品売買益の算出を目的とするならば，商品

勘定の貸方に棚卸高（次期繰越高〉を 4円と記入することである。この貸方記入のために，貸

借バランスすべく，修正記入において借方，貸方に同額記入するのである。しからば借方の4
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円は単なるバランス計算のためのものであろうか。この数値は貸借対照表にゆくべき 4円であ

って，貸方の4円は損益計算書にゆくべく，残高試算表数値に加減されるものである。この場

合は加えられて9円となる（売買益）。

1個5円で8個現金売りされたとしたらどうなるか。これを図示寸ろ。

T/B 修正記入 P/L B/S 

口
δoo 

nδ 
0
0
 

品商

このように，試算表金額はOで，なにも記入はなL、。売れ残り分は2個で仕入原価は1佃4

円であるので8円となる。

（借方〉商品 8 （貸方〉商品 8 

であって，修正記入の貸方の8円のみが，売買益の8円となり，借方は棚卸高（次期繰越高〉

の8円となる。この例は偶然に8とL寸数字のみである。

同様に1個5円で7個売れたらどうなるか。これを示すと

T/B 修正記入 P/L B/S 

円
ノ
ム
】
1
i
 

ヴ．，っ釘
句

i

－っ
“司i

戸

hυ品商

この例では損益計算書にのる 7円は，修正記入（貸方〉の12円から試算表借方の5円を差し

引くように求められるのである。以上のように試算表の残高数値が，貸方の場合，ない場合，

そして借方の場合とみてきた。これが混合勘定としての商品勘定の性格のあらわれで、もあるが，

試算表に示される三つの場合をみてきたが，バランスの貫徹がこのようになった。

三分法による精算表の計算：表示をみよう。まず9個売った例によって示す。

T/B 修正記入 P/L B/S 

繰越商品

｛土 入 40 

で7長Eゴ 上 45 I 45 

このような表示が三分法の普通のものであるが，すでに前にのべたように，仕入高（40）から

差し引くよう i二次期の繰越高（4）を記入すると，仕入勘定借方はおとなるが，これは売上原

価をあらわす。これは「仕入勘定において売上原価を示す法」を前提としているが，仕入勘定

とLづ資産勘定が，売上原価とL寸費用勘定に転化するのであるが，これは資産在高としては
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もはや存在はなく，そのなくなった分の名目的数値である。ここに勘定分類の妙味があった。

3 複式簿記と会計管理一一「もう一つの簿記学」序説一一

経営組織は経営管理組織であって，管理組織体系に複式簿記の体系は対応、的に展開している。

複式簿記は何にも企業の経理部とか，会計課だけのものではない。複式簿記は科学的簿記とか

組織的簿記といわれているが，損益計算を帳簿自体で，勘定の振替対応、関係として誘導できる

機構をもっていたが，それ以外に（またそれ以上に〉組織性が体系性として企業の淫営現場に

おける管理責任を明確にし，さらに企業目的に向つての統制的役割をはたしている。

複式簿記論の歴史の始めは，有名なJレカ・パチョーリの数学書の一部として書かれた簿記論

であるが， 1494年に出版された。この簿記論は「計算・記録詳論」〔Particularisde Computis 

et Scripturiめといわれる。簿記の記録機能と計算機能ということであって，計算機能はまさ

に損益計算を遂行する機能であった。記録機能とは記録することによる管理機能への注目であ

る。パチョーリ簿記論ではレポート（レポーティング）よりも記録による自己管理に注目して

L、る。この記録諭を展開してゆくとき， 「会計官理のための簿記」が指向される。これは必ず

しも決算を窮極の目的としているものではない。

「会計管理のための簿記」とし、う言葉は岩田 巌教授がなづけられたものであるが，これに

ついても，さきにふれたシンポジュームでその考え方を展開されている。そのなかで「今まで

の簿記教育は極端に申しますと，ブックキーパー養成の学問でした。主計係となるための技術

を教えるというのが簿記の学問であったと思う」といわれ， 「ここi二二つの全く性質の這った

ものがあるのではないか」 1）といわれた。それは一つはブックキーパー養成のための学問，も

う一つはブックキーパーを養成する学問でない簿記学と考えてみたらどうかといわれている。

この後者について岩田教授のいわれるところを聞こう。 「企業体の中にいろいろ部課但織が別

れておりまして，それぞれ任務や権能がきめられ，そうして皆それぞれの仕事を分担してやっ

ております。そうL、う企業内部組織と会計組織というものがしっかり結び付いて織込まれて，

その中で会計というものが一つの大きな管理的な仕事をしておると思うのです」 2）とし寸。イ

ンターナル・コントロール・システムに結びつく簿記学を指向されて， 「日本ではどうも簿記

論というと記帳の原則の話にかぎられるようであるがJともいわれ， 「企業体の中における会

計組織の意義というものをもっとはっきりさせる」とし寸簿記論があってもよいのではないか

といわれた。これが昭和28年 (1953年） 5月のことであった。

岩田教授は昭和27年12月に「『アカウント』・「アカウンタビリティド『アカウンティング・

コントロール』」（『産業経理4第13巻第l号〉とL、う論文を発表して，内部統制の問題に目を

向けられた。そして昭和28年5月の発言となったが，ミらにすでにふれた遺稿「二つの簿記学J

1〕沼田嘉穂（座長〕「簿記教授法」〔前掲〕岩田教授発言 82ページ

2）沼田嘉穂（座長）前掲論稿岩田教授発言 83ページ



複式簿記の塾礎理論 23 

（『産業経理』第15巻第6号・昭和30年6月〉となった。先生の晩年はこの思いが一杯だった

のだろうか。この思いとは簿記が企業体のなかで持っている意味を考えてみるとLサ意味の簿

記論であった。これは勘定そのものもこう Lづ観点から考えてゆこうとされるものであった。

岩田教授の考えのなかには内部監査の問題，これは土うやく発展してゆく監査制度の整備に努

力される一つの姿勢でもあったろう。以下に岩田教授の考え方を学びたいが，あの発言から37

～38年たったのであるが，学界〈学会〉はこれをどう受けとめたか・一ー。

「戦後」がようやく終りかけ，経済の復興のなかで， 「企業会計原則」の制定，実施がなさ

れ，わが国会計実践の「近代化」は進むし，会計学研究も深まりを見せる。おもえば「太田・

山下論争J，すなわち資産本質論争がたたかわされ，木村重義教授，岩田 最教授も論争に加わ

っていた頃であった。理論の進歩とともに職業的会計人の地位も上ってくる。会計学も曙光が

さしてきた。これにつれて公認会計士をめざす学徒も多くなった。このようななかで簿記学は

どのような進歩をとげたか。学理の進歩よりも「受験簿記」論の盛況を迎えた。この反面，商

業高等学校出身者のための「入学試験簿記」は急速に衰退してゆく，ちか頃また復活の気運も

あるが。受験簿記論は決算中心主義簿記論であって，岩田教授のいわれた「もう一つの簿記」

論は必ずしも進歩していないのではないかと思う。

岩田教授は「会計管理とL、うことは，会計帳簿の機能としては，もっとも根本的なもの」と

いわれるが，会計記録は何のためになされるかとし寸問題である。 「会計帳簿は単に過去の事

実上の備忘録にすぎないものであろうか。日々の取引記帳はただ決算のためのものであろう

か」 3）と問題をたてられる。記録する，会計帳簿をつけるということの意味は，そして会計帳

簿は単なるメモであるかとし寸問いであるが， 「勘定記入は単に財産変動の事実を記録するば

かりでなくて，さらに別の重要な意味がある」として， 「それはほかでもない，まず第一に，

アカウンタビリティ（accountability〕の所在を明らかにすることである」とされた。岩田教

授は簿記の目的に材産の保全をはかることをあげられる。このためには「財産のアカウンタピ

リティがどこにあるかを継続的に明かにすることが第一の要件である」とされて， 「取引が発

生する都度，記帳が行われるのは，そうしたi郎、将来の期末決算のためばかりでなく，遅滞な

くアカウンタピリディの所在を確定する必要があるからである」引とされている。

この観点からの簿記学の再構築を指向されている。 「勘定組織が分課組織と表裏一体をなす

とL、うことは，勘定の背後に人聞がいるとL、うことである。勘定と勘定の関係は人と人との関

係であって，勘定組織は企業における社会関係の反映である」とLづ。複式簿記は組織的簿記

であるといわれるが，帳簿組織は，その基底にある勘定組織が問題となるが，岩田教授は物と

物との関係とみるよりは人と人との閣係として勘定組織をみなおそうとされた。 「この観点か

3）岩田巌「『アカウント』・『アカウンタビリティ』・『アカウンテイング・コントロール』」『産業経

理』第13巻第l号 C昭和27年12月J13ページ

4）岩田巌向上「産業経産」論文15ページ
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ら会計組織を見直して，企業体における会計の意味と意義とを捉えることは大切である」とし

て， 「こうした簿記の研究こそ本当の意味の簿記理論ではないかと考えている」といわれる。

これが「もう一つの簿記学」であり，岩田教授のいう「会計管理のための簿記学」である。岩

回数長の主張から，この簿記守はどうなるか。 「会計管理の観点から簿記の目的を考える，あ

るいは勘定の分類を考える，あるいは帳簿組織を考える，あるいは勘定理論を考えると一体ど

んなふうに変ってくるか－－－」。新しい， 決算中心の観点から離れた簿記原理を考える必要を

説かれている。

『産業経理』誌の昭和30年（1955年） 6月号は岩田教授の追悼号であるが，沼田教授は岩田

教授の主張を意識されて， 「簿記教育のあり方について」とL、う論稿を書かれている。このな

かで， 「岩田教授と簿記教育」，「簿記教育のニ方面」という節安たててし叩。 「岩田さんは座

談会〔昭和28年の『簿記教授法』シンボジューム〉では大学における簿記教育は技術的なもの

でなく，教養学課として理論的，抽象的に行うべきであると主張さtし／ニJ5）とまとめられてい

る。このような評価がすべてではないと筆者（茂木〉は読みとるが，沼田教授は岩田教授の積

極的見解を開けなかったことを残念だとされてL喝。岩田先生の指向される「大学簿記教育の

具体的内容」は岩田先生もまだ定かでないと主張されたことを紹介している。この点の研究は

岩田発言から35～36年たってし、る今，これをどう展開するかが後学のわれわれに課せられた問

題である。

沼田論文の第二郎l土「簿記教育の二方面」と題されるところで本論文の中心をなすところで

ある。 「私は広い意味で簿記教育というと，これに二つの方面があると思う」とされ， 「一つ

は企業における決算制度の形を覚えさせ，その技術的記帳処理を了解きせ訓練することである。

L吐一つはいわゆる，簿記原理例えば勘定理論，貸借理論もしくは企業の計算実体を論じ，了

解させることである」 (67ページ〕む寸。岩田教授のいう二つの簿記学に対応するようであ

るが， 「実務性Jと「理論性JとL、っていろ。問題は勘空理論を議論し，企業の計算実体を究

明するということは，非具体的，抽象的な，そして非実務的なことであろうかということであ

る。簿記学は Howto論的でありすぎて，本質論研究があまりに少なかったのではないかと

反省をこめて考察している。そして，実践性をもっ「もう一つの簿記学」研究を。

簿記教育においてほ，複式薄記の技術的記帳処理論の学習はかかせない。これは入門段階で

あろうと高度な熟棟をした場合においても同様である。簿記学はこの技術性のゆえに，形式性

が強い。形式性は制度性につながるものであるが，これを党えることだけで充分であろうか。

企業の計算制度はパターンが固定してきている，これが解説論として簿記論は展開しているの

が一般的状況であるので，数多く出されている簿記書は，すでにのべたシェア一式導入法によ

ってなされておるなかでは，その論述構成が殆んど同じようになってしまっている。ハウ・ツ

5〕沼岡嘉穂「簿記教育のあり方について」『産業経理』第15巻第6号・（昭和30年6月〕 67ページ
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一論のなかでの工夫として各論者は特色を出そうとしている。問題は簿記学はこれだけであろ

うかということである。

簿記教育とは簿記学を教授することである。簿記教育は簿記学研究の結果を学生に投げかけ

ることであるが，学聞は本質論究明が主体であって，批判性が基礎である。簿記入門段階では

批判性をみがくととよりも，パターン化された技術の習得が先行的方法となっている。学問研

究においてはこれで充分かどうか。

簿記教育においては技術的記帳処理の方法を理解させ，訓練することが，まず第一の目的で

ある。沼田教授は簿記教育に二段階あると指摘された。第二段階は理論的・本質的側面である

が，これは縄理論としてのみ論じられて，実務性は問題とされることが少なかったという。

「私（沼田教授〕は岩田教授が企図としていられた点は，けだしこのような簿記の純理論に，

その実務i主を持たせ行うこととするものではなかったかと推測する」 U とまとめられる。 「こ

れは大変な仕事である」とも評されるが，実務性と理論怯の調和をめざすという点，重要な指

摘である。技術的記帳処理法のなかにも理論性がなければならない。ここに筆者（茂木〉は

「勘定理論の復位」の必要があると考えている。と同時に，岩田教授の主張は従来からいわれ

ている「決算中心主義簿記」とは簿記原理の異なる「会計管理のための簿記」論の展開の必要

性を強調されたと考えている。

「会計管理のための簿記学」としづ範曙の存在を指摘されたのは岩田教授であった。これは

複記式計算機構を前提とするかどうか。自己検証機能の均衡性（バランス〉を求めれば複記式

記入が必要となろう。岩田教授の提言は従来の簿記学はあまりにも決算中心主義にかたよりす

ぎていたということの反省の要をといているわけであるが，具体的な（ある程度のかたまりを

もった〉学問体系を示されずに終ってしまった。

この「もう一つの簿記jは時間概念をどうとられろか。時間的区分の問題が決算中心主義の

簿記と異なる，この原理をどう確立するか。期間概念のある，なしこそが中世簿記と近代簿記

（近代会計〉を分けるものである。これは「決算」にあらわれるが，一定時間における営業活

動全体の切断であるが，あらゆる活動改期限はあるであろうが，その結末は一斉につくもので

はなかった。さらに期間性を無視すると，活動，状態、が終るときは区々となる。近代会計の構

造を規定する前提として accountingperiod conventionが大きな地位を占めているが，これ

は決算時点〈決算処理〉とし寸名で活動全体を一時信止させるようにして横断面をみることで

ある。全体性においてこそ意味があった。

崩間性は全体性に通ずる。会計管理lま現場の個々の accountability の移動の確認である。

「もう一つの簿記」は個別性が強くなる。個の集合として全体が積成されるが，イ囚それ自体は

一つの勘定で示されるものである。たとえば現金の出納管理は現金勘定における収入，支出の

6）沼田嘉穂同上論文 67ページ



26 立教経済学研究第44巻第1号 1990年

推移の記録によってなされる。これは詳しくは現金出納｜振の記帳によコてあとづけられるので

あった。また商品売買活動l土仕入帳，売上帳，そして商品在高帳によって捕捉される。そのlま

か各種の取引現場の帳簿をみることができる。これは従来，補助簿といわれたものであるが，

これぞ主要な帳簿となってくる。ここでは損益計算というよりも，財産保管計算とか，収支計

算が中心となってくる。この基本原理をさがし出すことが課題となってくるが，元帳について

岩田教授は「たくさんの補助簿の聞にバランスがとれているかどうかとL、うことをまとめて計

算する試算表みたいなものです」とされ， 「これは単なる計算上の帳簿にすぎなし、」わとLづ。

パチョーリの簿記論の「計算」と「記録」の意味するところである。この「記録」問題から

「アカウンタピリティ」論が展開する。これもまた，決算中心簿記でも持っているところであ

る。

どの簿記においても，簿記の記録は単なるメモランダム（備忘記録〕をこえて，計算による

管理責任の所在を明らかにすることで，まことに日常的な経営活動の場において機能している

ものである。 「あらゆる簿記に共通して存在する基本的職能は，財産の保全と運用とに関する

経済主体の会計責任の推移のいきさつを明確にすることである」引と片野一郎教授はいわれろ

が，単に損益計算目的のみではなかった。損益計算と財産管理計算とが一つの簿記のなかで行

われているが，ここに計算目的のちがいによる計算原理の差違はあろう。簿記の発展は計算対

象であろ財産価値の内容の変化に対応してきている。「簿記は財産， すなわち， 特定の経済主

体に所属する有形，無形の貨幣価値物の全体に関する管理計算制度であるから，その発達はも

っぱら計算の対象とすべき財産内容の複雑化に即応してきている」 ωと片野教授はいわれのる

であった。現金の増減といった具体的財貨の変動と会計責任の推移の対J芯は比較的存易に認め

られるが，商品売買活動による商品売買益の確定過程のアカウンタビリティの推移は抽象的な

側面をもった一面であるが，アカウンタピリティの所在と推移の明確化が複式簿記の計算職能

として主要であって，これに有効な役割をもつものがまさに複式簿記であった。会計背理のた

めの簿記は複式簿記であってこそ， 「もう一つの簿記」であるということである。

「もう一つの簿記学」というか，岩田教授のいう「会計管理のための簿記学」は複式簿記で

あるべきかどうか，これは定かでl土ないが，帳簿組織，勘定組織のもつ意味からアカウンタビリ

ティの関係表示に複式簿記によるべきであるよ考えられる。複式簿記は systematicbookkee 

pingともいわれる（さらには scientificbookkeepingともいう〉が，この「組織的」という

意味が，会計管理の組織性である。岩田教授は「元帳は企業全体に散在するアカウンタピリテ

イの闘係を表示するものであるから，きわめて総括的な集計とならざるをえなLリ 10）というが，

7）岩田巌「二つの簿記学」（前掲〕 12ページ

8〕片野一郎『新簿記精説』 （上巻）第1章第3質問「簿記のアカウンタビリティ解明機能J20ページ
9）片野一郎前掲書同上 14ページ

10）岩田巌「アカウント…」論文 16ページ
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アカウンタピリテイの関係表示が元帳の示す職務であった。

複式簿記の実践的使命は企業会計の計算手段として損益計算を行うことと同時に，あるいは

それ以上に財産保全計算を行うことにあった。

「財産の保全をはかるためには，財産のアカウンタビリティがとこにあるかを継続的に明か

にすることが第一の要件である」と勘定組織の意味を問う岩田教授は「遅滞なくアカウンタビ

リティの所在を確定する必要がある」としてs これが保全機能をはたすとしづ。このための簿

記理論，勘定理論は決算中心主義的な（損益計算指向の〉簿記理論とは原理が異なるとLづ。

損益計算指向の簿記論では「物」の側面にかたよりすぎたというのが岩田教授の主張である

が， 「勘定組織が分課組織と表裏一体をなすとL、うことは，勘定の背後に人聞がいるというこ

とである。勘定と勘定の関係改人と人との関保であって，勘定組織法企業における社会関係の

反映である」 11）却、う。組織は人である一一人は石垣，人は域。人にこそ責任の所在が求めら

れる。改めて新人的勘定理論が求めら札てくる。人が出てきて，アカウンタビリティの所在の

明確化が求められるが，さらにここにアカウンティング・コントロールが展望されてくる。こ

のような視点から簿記理論，勘定理論を再検討する必要を岩田教授は主張されている，すなわ

ち「この観点から会計組織を見直して，企業体における会計の意味と意義とを捉えることは大

切である。こうした簿記の研究こそ木来の意味の簿記理論ではないかと考えている」と。

物的ニ勘定学説というシェアーの理論lこよフて勘定の全体系的組織性が確認された。まさじ

企業資本の簿記の意義が明らかにされてきて，損益計算体系としての意味付けもなされた。複

式簿記の勘定記入法の体系的捷一的説明に成功した学説とL、う栄光を物的二勘定学説は持ち，

今日でも「物的二勘定学説は生きている」とし、う主張が中村・大薮両教授によってなされてい

るし，多くの論者が意識的・鰭意識的に前提としている。このような状況に対して岩田教授は

「簿記学では一般に勘定を物に即して見，物の側から説明しようとする傾向が強Lづといわれ

て，これによって「勘定の志味を見失わしめた罪過は責められてよいと思う」とL汁。アカウ

ンタピリティの認識がうすれたとされる。

アカウンタピリティ，会計責任の認識不在Iiアカウンテイング・コントロール機能を軽視す

ることとなってしまう。 「物」の側面による記録，計算に会計責任の所在・移動の証拠性を人

的責任からみるなかで，簿記の会計管理機能が明らかになってくる。

会計管理はまことに広範に，多面的になされるが，その範囲は経営管理の広がり i二等しい。

企業資本の経賞活動に対応するように会計管理機能は展開する。とこに複式簿記が実践される。

このよう Uみてくると，決算中心主義の簿記実践も，このような会計管理の簿記の一つの適用・

実現形態であると考えられる。精算表計算もまさに管理計算の一部となる。会計管理指向の簿

記原理を構想する必要が大いにある。

11〕岩田巌向上論文第4節勘定組織の意味 15ページ。この論稿において学会発言の方向があ

たえられたのであり，遺稿にも展開した。
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昭和28(1953〕与の「簿記教技法」の討論で，岩田教授の発言は，決算中心主義の勘定を前

提にしているとさの（そのような方向での〉討議に大きなショッグを与えた。その時の私には

岩田教授の真意がつかみかねた。後にその活字となった文章を読んで、考え込んでしまった。こ

れはわれわれの今日の簿記学（簿記講義〉はあまりに決算のための簿記学であったのかという

ことであった。これがすべてかとの反省の御発言といま読みかえしている。またなぜにこのよ

うな簿記学はその後どうして展開されてこなかったかと改めて思L、かえしている。それが「二

つの簿記学」となったが，これとて岩田教授の健康問題もあってか充分に体系的展開をしたと

は思えな＇ ¥ 0 これは体系化は困難なものか，それとも必要のないものか，今後の研究の必要が

感じられるが，これは文字通りの「序説Jである。不可能なことはないとおもうが，沼田教授

のいわれたように大いなる努力を必要とするであろうっこの基本原理を，決算中心簿記の原浬

と比較して，みつめてゆきたい。

〔附記〕筆者は1990年3月17日（於専修大学〉，日本簿記学会第五！日l関東部会で，「大学におけ

る簿記教育の現状と問題点」と題した報告，そして討論を行なった。その準備のなかで書きあ

げられたものが本稿である。司会の大薮俊哉教授（横浜国大〕をはじめ，報告を聞いて下さっ

た方々，貴重な御質問を下さった方々に感謝する。




